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はじめに
広告コミュニケーションにおいては，ターゲットという言葉で消費単位を定義してきたが，
商品ターゲットという消費単位と広告メディアというコミュニケーション・ターゲットとの関
係性については，いわゆるマスメディアの絶対的高効率を前提にコミュニケーション効果が語
られてきた。すなわちマス・プロダクツをマス・メディアで訴求することが，高度成長時代の
最も効率的なマーケティング子段であったが，いわゆる IMCが提唱され，マーケテイング・
コミュニケーションが，販売時点まで統合的に考えられるようになったことと，情報処理技術
の発展による顧客情報の蓄積・分析の可能性が高まってきたことから，顧客一人一人が，コミ
ュニケーションの対象になって来たとも言えよう。本稿ではこの変化について，ひとつは家計
単位という歴史的な経済単位に関する疑問に対する動きと， もうひとつはマーケテイング対象
としての顧客との関係性に関する最近のマーケテイングテーマの動向から， 21世紀に向けての
顧客マーケテイング戦略の動向を整理しようとするものである。
まず家庭というマーケテイング・ターゲPットについて，基本統計としての家計調査と，テレ
ビの世帯視聴率から，問題提起を行う。いわゆる家電という業界が巨大産業として成長してき
たことと，世帯という消費単位は，歩調を共にして来たとも言えるが，生活単位の変化は，高
齢・少子化と共に急速に個人化してきている。一方家庭の情報の中心とも言うべきテレビメデ
ィアは， 1953年放送開始以後，家庭単位での視聴を基本に成長し，その後1961年にスター卜し
た視聴率調査も世帯視聴率が基本であり，そのままテレビ広告の効果指標は，世帯視聴率であ
りつづけた。この状況が1997年になり機械式個人視聴率調査がスタートするまで続いた事は，
むしろ商品開発のセグメンテーション化に対応した広告メディアのセグメンテーション化への
要求に，ょうやく応えられる体制が整ったといえよう。
一方コンビュータ技術の発展と通信技術の融合により，高速・大容量のデータ処理が可能に
なったことは，取扱える情報の単位を個別取引まで拡大し，商業取引の最前線たる小売段階に
おける個別取引の記録・分析が可能になるまでに至った。技術的可能性が向上したことにより，
これまで小売店という窓口までの情報処理にとどまっていた状況から，顧客の特性や履歴に至
るまでの情報を，個人を特定して把握する事が可能な状況が出現したことで，顧客とのリレー
- 25-
湖内成ー
ションについての新しい考え方が輩出してきた。いわゆる顧客満足をはじめ顧客情報を活かす
マーケティング技術との関係を後段で整理したい。
消費単位の個人化と個人消費情報の把握は，上記のようにパラレルかつ無関係に動いてきた
といえるが，この動きの結節点が1995年であることをから，問題提起を始めたい。
まず1995年の年初に起こった阪神・淡路大震災の発生は，これまでのメディアの役割を改め
て見直す事態ともなった。神戸市のホームページによる被災状況の世界への発信や，通信網の
混乱の中移動電話の威力に注目が集るなど，新しい通信手段を広めるきっかけともなった。ま
た震災直後の広告自粛で，結果公共広告機構のCMが数多く露出するなどの状況も記億に新し
し 3 。
またウインドウズ '95 が発売されたことが，パソコンの急速な普及と，いわゆるマルチメディ
アとして，インターネットを急速に普及させることともなった。 7 月には， PH S (簡易型携
帯電話)サービスが開始され，移動通信の爆発的普及が始った。同時にボランティア活動や，
RV車人気など，これまでの社会的な枠組を組替える動きの出発点とも捕えられよう。同じく
7 月には，消費者保護の意識を転換させるきっかけとなるいわゆる PL法も施行された。
そしてこの前後には，マーケテイング関連の出版物として， D.A・アーカーの「ブランド・
エクイティ戦略J ， ドン・ E ・シュルツ他の「広告革命米国に吹き荒れる IMC旋風J，さらに
ドン・ペパーズ，マーサ・ロジャースの rOn to One マーケティング」など新しいマーケテイ
ング戦略論が続々と翻訳紹介され，企業と消費者の新しい関係性の研究に脚光を浴ぴるように
なった。
l 家計から個計への動き
消費動向のより所となって来た総務庁「家計調査j は， 2 人以上の普通世帯という調査対象
を変えずに継続されてきたが，消費支出単位としての世帯の定義だけでなく，生活単位として
の世帯としてその普遍性についての疑問が持たれてきた。実際単身世帯を対象とする家電(い
わゆる個電)の発売や，ワンルームマンションの建築ブームなど，単身生活者対応のマーケテ
イングが標梼されて久しいし，近隣にコンビニエンスストアがあるかどうかが単身生活を始め
る時の立地選択の基準ともなっていることと CVS の急速な展開は，表裏をなしている。この
ことは，単身者需要を基礎とした産業の普遍的な成立可能性を示している。単身世帯というそ
もそも定義を否定するような世帯がまさに無視できない状況になっているのは，例えば95年国
勢調査で，東京都の世帯数500万世帯に対し，単身世帯が188万世帯と 3 分の l を超えるという
状況になっていることが，首都東京の特殊事情とかたづけられる状況ではなく，全国ベースで
も 2 害IJ を超える巨大マーケットとなっている。そこで1996年以降総務庁では，普通世帯対象の
家計調査だけでなく，単身世帯の家計調査を実施し公表するようになった。この調査の最新の
結果として平成10年 1-6 月期の単身世帯収支調査によると，単身世帯は990万世帯となってお
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図表 1 単身世帯収支調査の男女.年齢階級別世帯数構成比
(平成10年 1-6 月期一全国・全世帯)
女子 60歳以上
26.1% 
出所)総務庁統計局HP I単身世帯収支調査」
<参考>
世帯数 総世帯に占める割合
単身世帯収支調査の対象世帯 990 万 約 22%
家計調査の対象世帯 3 0 7 2 万 約 70%
農林漁家世帯なと 349万 約 8% 
(注)世帯数は平成 7年国勢調査の結果
り家計調査の対象となる世帯数3072世帯との対比では32%にも及ぶ。調査対象外となっている
農林漁家349万世帯をあわせた，全体の比率でも 22%に上っており，もはやこの階層を除外して，
マーケティングを考えることは不可能で、ある。同時に，この調査における男女年齢別構成比も
注目に値する。 35歳未満35.6% に対して， 35-59歳29.3%60歳以上， 35.1% という構成は，一
般的な単身世帯のイメージとは大きく異なっており，単身マーケットの世代的広がりは想像以
上に広がっている。ただ60歳以上の女性単身者が26-.1% という点だけは，高齢社会を標梼する
現実と符合する。そして単身世帯の家計支出は 4 人世帯の約二分のーという調査結果は，家賃
などの固定費目による硬直的な費目配分だけでなく，単身世帯化は総市場を拡大するという構
造上の意味も大きい主考えられる。(図表 1 ，参考文献 1 ) 
さらに家庭内単身者ともいえるケースも増加している。親と同居しているケースなど複数世
帯の同居のケースは，実際には家庭内単身者として，別の財布で生活していると捕えるほうが
- 27 ー
湖内成
マーケテイング・ターゲットとしては自然である。またいわゆる DINKS に象徴される共働き
世帯については，可処分所得の大きさが注目されている。このようにマーケティング活動にお
いて，世帯という概念で考えるよりも同居する人々の個計の総計として考えるほうが合理的な
状況である。
2 家計調査データの費目組替え分析
これまでの議論は家計調査における対象者の問題であったが， もう一つの課題として，調査
対象費目とその分類があげられる。データの継続性が要求されるこのような基礎統計では，新
製品(新ジャンルを形成する)は，普及度が高まるまで，費目への採用が見合せられ「その他」
として取扱われることは仕方が無いとしても，その費目の分類が，生活の変化に対応していな
いという点で使いにくいということは，特に新しい消費動向を研究しようという時に起りやす
い。そしてマーケティング目的によってこの費目を編集することにより，新たな動向を見出そ
うという試みがいくつか行われている。
たとえば生活場面による分類については， 1995年に通商産業省生活産業局でも実施されてい
る。ここでは，生活場面を 17に分類し，行動に付随する活動として例えば「通学・通勤産業j
「ショッピング産業J 1外食」など複数の項目に消費項目としての「交通費j が，分散して配置
されていることで，家計調査の分類とは違う試みが行われている。そしてパーソナルケア(個
人の健康，衛生，生命保全に関する商品・サービス)，ホームケア(住環境の保全に関する商品・
サービス)，内食(家庭内での食生活に関する商品・サービス)を，順位の変動はあるものの現
在及び~2010年の将来とも， 3 大消費生活場面としている(図表 2 ，参考文献 3 )。
また電通では1996年に 12010年の家計簿」として，家計調査費目の組替えをもとに将来予測
を行っている。ここでは， 1家計調査j データを，その費目について，今後の消費活動のテーマ
に照らし合せて組替えることで，いわば家計を個計に読みかえるような方法で，今日的な消費
活動体系を作り上げ， トレンド分析を行っている。特にいわゆる衣食住という生活(家計)基
盤費以外に注目し， 1情報J 生活費の急速な伸長を予測している。また，ハード支出とソフト支
出という分類を試みることで，消費のソフト化を浮彫りにしている。(図表 3 ，参考文献 4) 。
3 情報関連分野の応用
近年の消費状況と，マルチメディアや衛星放送などメディア環境の変化に注目し，やはり情
報関連支出について産業的にも新たな視点で分析が行われている。上記 12010年の家計簿」の
継続研究として，電通では家計調査というデータソースにおいて例えば交通通信費という分類
が現在の市場構造にあっていないことと将来の産業構造との関係を品目組替えという方法を用
い，マルチメディアが普及することを前提に，家計の情報コストを放送・通信だけでなく写真
や教養娯楽費までその範曙に含むことで，家計における 95年の情報関連家計支出額を，年間で
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図表 2 家庭生活の行動別分類と各産業のポジショニング
通勤・通学産業
ショッピング産業
ホームケア産業
ノ fーソナルケア産業
内食産業
入浴産業
睡眠産業
リラクゼーション産業
趣味産業
社交交際産業
ファッション産業
教育教養産業
外食産業
ドライブ産業
スポーツ産業
旅行産業
社会活動産業
生産労働に結び
付く行動
家事家庭労働
における行動
自然的・生理的
欲求充足行動
生活者
の
1 
日
の
干丁
動
出所)通商産業省生活産業局「生活者重視の社会とモノっくり」
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図表 3 生活ジャンル別家計支出分類
ハード費 ソフト費
ハード費 マテリアル費 ソフト・コンテンツ費 サービス費 その他費
-食料品
「食J 生活 -故事用機器 -縛用品 -外食費
. ，パコ
-家庭用耐久財 -光熱水道費 -工事サーピス -家賃地代「住J 生活 -頼 -住居設惜材料費 -火災保険
-冷暖房器具 -練用消耗品 -家事サービス -損害保険
. ~織用具
「蓑j 生活 . ~ ;1 ン -被服，履物 -被服関連サービス-理美容品 -理美容サービス
-身の回り品
「健j 生活 -医薬品 -保健医療サービス-保健医療用具
-自動車 -ガソリン -交通費 -駐車場「動j 生活 -自動車整備費-自動車以外の乗物 -自動車部品 -宿泊費，パック旅行 -自動車保険
-新聞，書籍等印刷物 -郵便料
-通信概3 -フィルム • CD. テープ -電話通信料 -文化』轍入場料「情報J 生活 -月謝.AV横器パソコン等 -テープ -腿受信料 -運送料 -線蝶楽賃貸料
-映画入場料他 -現像漉き付け代
「育j 生活 -机いす -掛糟参考書 -蝶料 -保育所費用 -遊学仕送り-文房具 -補習教育
-湖周具類 -耐久財修理代
「遊j 生活 -ピアノ，楽器 .~具 -趣味用品開代 -スポーツ施設利用代-他の線機耐久財 -切り花等趣味用品 -語会費 -他の入場料，ゲーム代-他の娯楽サービス
-信仰費 -寄付金「交j 生活 -交際費-冠婚葬祭費 -つきあい費
-小遣い
「他j 生活 -負担金
-他の儲り金
出所)電通関西支社 12010年の家計簿J 19960 
21. 4万円。家計支出の5.4%を占めるとし，そのうち，ハード関連費は3.1万円，ソフト関連費
が18.3万円を占めるとしている(参考文献 5 )。
同様な分析方法を用いてその後「情報メディア白書J で，集計を継続しているが， 1998年版
では， 1996年度の情報支出を220 ， 216円，全消費支出の5.58% としており，そのなかでハード支
出は38 ， 563円，ソフト支出は， 181， 653円としている。また単身世帯調査の公表が始った事を受
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図表 4 単身世帯と 2 人以上の世帯支出比較<1996年〉
全体
ハード ソフト サービス 情報 全消費支出
支出計 支出計 支出計 支出計 にしめる割合(%)
単身世帯
金額(円) 36, 036 132, 468 58, 392 226, 896 10. 1 2, 236, 320 
情報支出に占める割合(%) 15.9 58. 4 25. 7 100. 。
2 人以上の世帯
金額(円) 38, 563 91, 320 90, 333 220, 216 5. 6 3, 946, 187 
情報支出に占める割合(%) 17.5 41. 5 41. 0 100.0 
出所) I情報メディア白書」電通統研， 1998 
けて，単身世帯の年間情報支出額を226 ， 896円と複数世帯よりも多くなっていること，及び全消
費支出に占める割合が10.1%にのぼるとしていることが注目される(図表 4 ，参考文献 6 )。
一方日本民開放送連盟研究所の í2005年の放送ビジョン」においては，家計調査の品目によ
り忠実に集計したうえで， 1995年実績で情報ソフト支出(放送受信料十オーディオ・ビデオデ
ィスク十オーディオ・ビデオ収録済みテープ+テレビゲーム十映画・演劇等入場料+新聞・雑
誌・その他印刷物+教科書・学習参考教材十教養娯楽賃貸料)は， 2 人以上世帯で 9 万円(名
目ベース)としている。産業に関係する支出項目をこのように大きく組替える事は，情報市場
に対する見解の反映ではあるが，伸長市場を考える際には，関連市場を取込んで、考えるほうが
トレンドを見誤らないと考えられる。この研究では，本論の立場と同じく，この時点での単身
者世帯の比率24.8%に注目し，単身者世帯での情報ソフト支出を 7~8万円として総市場を算出し
ている。ここで注目すべきは全消費支出に対する情報消費支出の比率で， 2 人以上の世帯では
2.29% となっているのに対し，単身者世帯では3.38% と 1 ポイント上回っており，試算では単
身者世帯での伸ぴのほうが大きい事である(図表 5 ，参考文献 7 )。
このように情報関連支出は，最も個人的な支出項目となっており，次代のリーデイング産業
として情報通信を考える際に，新たな枠組を必要としている事が実証される。これらの研究は，
「情報通信の21世紀ビジョンJ (郵政省)における 2010年125兆円という市場規模をそれぞれの
立場で考察し，実証しようとしたものである。
4 世帯視聴率から個人視聴率へ
マス・メディアのなかでも代表的なテレビの視聴率は，現在も通常報道されるときは世帯視
聴率が使われており，例えばワールドカップサッカーの日本対アルゼンチン戦の東京地区視聴
率が60% と最近にない高率で、あったといわれたのも世帯視聴率である。一家に 1 台のテレビと
いう状況から，ひと部屋に一台という高普及時代に，さらには，ビデオやテレビゲームの普及，
衛星放送の普及という現在のテレビ画面の占拠状況については，チャンネルを機械的に調査す
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図表 5 年間家計消費支出と情報ソフト支出(世帯当たり，円)の試算結果
年平均伸び率
(%) 
暦年 95実績 2000 2005 2010 95- 2000 2005 推計値 推計値 推計値 2000 -05 10 
-情報ソスト支出(全一般世帯) 87, 151 106, 518 131, 321 162, 180 4. 1 4.3 4. 3 
(実質ベースの情報ソフト支出) 82, 248 94, 08 105, 479 117, 419 2. 7 2. 3 2. 2 
情報ソフト支出/消費支出計(%) 2.46 2. 57 2. 74 2.85 o. 1 o. 2 o. 1 
-情報ソフト支出 (2 人以上世帯) 90, 307 110, 642 136, 674 169, 136 4. 1 4.3 4.4 
(実質ベースの情報ソフト支出) 85, 26 97, 648 109, 78 122, 456 2.8 2.4 2. 2 
情報ソフト支出/消費支出計(%) 2. 29 2.37 2. 52 2. 62 o. 1 o. 2 o. 1 
-情報ソフト支出(単身者世帯) 77, 576 95, 020 117, 126 144, 629 4. 1 4.3 4.3 
(実質ベースの情報ソフト支出〕 73, 211 83, 860 94, 077 104, 712 2. 8 2.3 2. 2 
情報ソフト支出/消費支出計(%) 3.38 3.51 3. 73 3.88 0.1 o. 2 o. 1 
-消費支出計(全一般世帯) 3, 538, 0674, 151 , 1654, 798, 3675, 681 , 877 3. 2 2. 9 3.4 
(実質ベースの消費支出) 3, 338, 996 3, 663, 639 3, 854, 1044, 113, 723 1.9 1.0 1.3 
-消費支出計 (2 人以上世帯) 3, 948, 744 4, 668, 460 5, 423, 579 6, 455, 583 3.4 3.0 3. 5 
(実質ベースの消費支出) 3, 726, 5664, 120, 181 4, 356, 2824, 673, 891 2.0 1. 1 1.4 
-消費支出計(単身者世帯) 2, 291 , 928 2, 708, 9673, 140, 4353, 729, 851 3. 4 3.0 3.5 
(実質ベースの消費支出) 2, 162, 9712, 390, 817 2, 522, 434 2, 700, 441 2. 0 1. 1 1.4 
消費支出デフレーター 0990=100) 105.96 13. 31 124.50 138. 12 1.3 1.9 2. 1 
牢情報ソフト=放送受信料+オーディオ・ビデオディスク+オーディオ・ビデオ収録済テープ+テレビゲーム+映画・演劇等
入場料+新聞+雑誌・書籍・その他印刷物+教科書・学習参考教材+教養娯楽賃貸料
出所) í2005年の放送ビジョンj 日本民開放送連盟・研究所， 1997 
る事で対処されてきた。そして世帯視聴率は，調査対象家庭をオンラインで結ぶことにより，
ほぽリアルタイムに近い視聴状況が把握できるようになっている。
一方，個人視聴率は，当初から日記式の調査であり，ターゲット別のメディア接触情報とし
ては，世帯に比べて精度が落ちることと，常時調査されているわけではなく調査結果も，回収
集計後ということで，広告主の不満が高まっていた。『個人視聴率については80年代中頃から議
論されてきた。これはテレビの普及が一人一台化や多チャンネル化時代に対応したものであり，
日本広告主協会は「効率的なCMを流すのに有効」と前向きだったが，民放連は「データの正
確性など解決すべき問題点が多いJ との理由で難色を示してきたことによる(読売新聞大阪本
社編集局ホームページ>'1。またこの間の状況について， r媒体効果データを含めて，広告効果デ
ータについての収集・分析意欲がわが国広告産業界でやや低迷状況にあった近年までの長い期
間においても，マーケテイング展開の必要上，そうしたデータの有効活用を志向する一部の先
進的な広告主によって，媒体効果データの組織的な整備への要求が広告産業界に折にふれて提
起されてきた。その最も典型的な光景をテレビの視聴率調査の領域に見る事ができる。 j ともま
とめられている(参考文献 8 )。ょうやく 1997年 4 月より関東地区でビデオリサーチ社が機械式
個人視聴率調査を開始したことは，個人視聴率がテレビメディアの最も重要な接触指標として
- 32-
消費単位の個人化と顧客マーケテイング課題
認識され，活用されるための基盤ができたということであり，今後の個人対象コミュニケーシ
ョン研究の成果が期待される。
5 消費者から顧客へ
マーケティング研究では，一般に消費者という考え方で，購買者としての側面の研究が行わ
れてきた。そして消費者と表裏一体となる「大衆」という用語に対して疑義を唱え「小衆J I分
衆」というキーワードが登場したのは， 1985年であり，これは，画一性を特徴とする大衆が，
差異性を軸に細分化されるという新しいマーケテイングの考え方と捕える事が出来る。市場の
成熟化や消費の飽和感を，マス・プロダクツから多品種・小量生産への対応という生産技術の
流れで，新しい需要を開発しようとするいわばメーカー主導の動きの範囲内であった(参考文
献 9 )。
そして企業との関係性をより重視すると同時に，その属性を把握することが，マーケテイン
グ課題となって来たため， I顧客」という用語が一般化してきている。この点について田中洋は，
n顧客」と「消費者」の違いは， I顧客」とは一人ひとりが特定化されている点です。これが
マスとしての「消費者」概念ともっとも異なる点です。顧客について優れた認識モードを持つ
ためには，顧客一人ひとりについてその行動・考え方を検証して，そこで何が消費され，どの
ような価値や意味が求められているかを探り当てる事が必要になります。顧客を日常的に捉え
るだけでなく，何らかの考察を加える事で，新たな解釈が得られなくてはならないことを物語
っていると思われます。このような顧客をどう見るか， という課題を「顧客認識モード」と呼
んでみたいのです。ドラッカーがワンダーマンとの会話の中で「あたかも自分のためだけに作
られた広告」が最高の広告だと語っていたのを想起したいと思います。』と整理している(参考
文献10) 。
もうひとつの流れとして消費者から顧客へと概念を転換させたのは， 1980年代の終りごろか
ら「顧客満足」という言葉が，経営課題として取上げられるようになったことによると考えら
れる。それまで，顧客という言葉は，単に取引先を指すか，継続的な取引関係を表すにとどま
っていた。「顧客満足J は，消費のサービス化とともに，商品の品質だけでなく，サービスの品
質という要素を取入れたことが，その特長であると考えられる。
日本で発展したTQC は，製品の品質面での競争力を高め，一方製造業の競争力が衰退した
アメリカでは， 1987年に制定されたマルコム・ボルドリッジ賞を，国家的な表彰制度として顧
客満足という評価基準を取入れ，サービスの品質まで向上させることで，その後のアメリカ企
業の競争力を高める象徴的な表彰制度となっている。そして日本でもこの賞に準じて， 1996年
より日本経営品質賞としサ表彰制度が創設されている。
このような状況は，いわば「消費者ニーズ」といった考え方で，消費者の欲しい商品を提供
するということで，物理的な市場シェアを争う競争次元から， I顧客」の満足ということでマイ
- 33-
湖内成ー
ンドシェアを高めるという競争次元に移って来ているといえよう。
6 顧客とのダイレクト・コミュニケーション
コンビュータ技術と通信技術の進展は，販売時点管理 (PO S) システムの導入から，その
活用へと大きく広がって来ている。当初の販売時点情報管理では，先づ受発注の合理化・迅速
化のために威力を発揮したが，いわゆる POS データそのものは，メーカー側での利用技術は
必ずしも発達しなかった。そして販売時点の情報に関するこれまでの飢餓感を一掃することに
は成功したが，一方で処理しきれない大量の販売時点データの洪水となった。この現象は，マ
ーケティング活動や顧客情報と販売情報との関係性がPOS データでは全く読めないこと，そ
して改めてマーケティング・コミュニケーション活動に対する消費者側の受信行動と購買行動
を直結させた顧客データが欠如していることに気づかせた。そしてこれらを同時に調査した，
いわゆるシングルソース・データベースが，消費者研究分野では盛んに行われたが，企業活動
では，分析結果から対象顧客へのコミュニケーション活動に直結することを目標とするため，
このようなデータベースをあくまで自社資産内に保有しようとして，各種のカードの発行が盛
んになっている。そしてカードは，顧客の生活特性をクレジットの予信情報と連動して把握し，
自社の商品・サービスの顧客の購買履歴を管理するための顧客データベースのための手段とも
なった。
この背景のもとに，ワン・トゥ・ワンマーケティングやリレーションシップ・マーケティン
グなどの研究が盛んになってきたとも捕えられる。
ワン・トゥ・ワン・マーケティングは，他のリレーションシップ・マーケティングでの議論
と同様，これまでのマス・マーケティングやセグメンテッド・マーケティングの限界を指摘し
つつ，顧客情報テクノロジーの発展を背景として，企業が一人一人の顧客個人を把握し，彼ら
と一対ーで対話を続け，個別の仕様にしたがってカスタマイズした製品・サービスを提供する
事を戦略の中心に据えている。従来のマーケティングのように市場シェア獲得を成功の尺度と
するよりは，むしろ「ある時点で一人ずつj の顧客における「顧客シェア」の増大に専念し，
顧客の生涯を通じた愛顧すなわち生涯価値 (Life Time Value: L TV) を得ることを目的とし
ている(参考文献11) 。
顧客(個客)と企業とのダイレクト・コミュニケーション手段としては，ダイレクト・メー
ルやテレホン・マーケティングが通常の手段であった。しかしダイレクト・コミュニケーショ
ンの手段として自社顧客以外にも使われた場合，名簿ソースに対する不信や個人情報の流出と
いうことが，顧客からの拒否や，イメージダウンにつながる可能性も出てきている。個人情報
保護の動きは，例えば，住所・氏名を明記する際にDMの配布を断る事が出来るようになり，
電話も電話番号の搭載の拒否や，掛かってきた電話の番号を表示するサービスも始まっている。
典型的なダイレクト・マーケティング活動であるカタログ通信販売では，これまで会員数の
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拡大にも限度があると言われている。カタログ販売事業の成長の基盤をカタログ発行部数に比
例すると捕えられがちだが，例えば1000万部 (1000万会員)を超える規模になると一方で、利益
は，部数増からは生まれてこない。すなわち，顧客数の増大は，レスポンス率や購買単価 (R
FMで、いうところの F.M) を下げるという事実が見逃されて，規模の増大が効率の低下を招く
要因となっている。このことは，個客対応のマーケテイングを拡大していくためには，個客の
グループ別にきめこまかく情報発信する必要があることを示しており，個客に対応する提供情
報の選択が重要で、あることを示している。
この点で先端的なインターネットによる顧客とのリレーションシップについて，実際に最前
線の活動を行っている電通サイバー・アドパタイジング部のメンバーは，インターネットを使
った消費者に対するフォローマーケテイング(リレーションシップ・マーケテイング)では，
消費者との信頼関係が重要であるとして，以下のように整理している。
一一消費者のプライベートな情報(電子メールアドレスや属性など)を預り，消費者のプラ
イベートな領域(メールボックス)まで直接到達しようとするフォローマーケティングでは，
デリケートな部分への配慮が必要となる。つまり，プライパシー的な問題に対する配慮と，消
費者にとっての価値の問題である。プライパシー的な問題とは，顧客リストの漏洩などが起き
ないように万全の管理を行うことと，電子メールアドレスを取得する際に今後のコンタクトの
可否について，きちんと消費者の意志を確認しておくことである。
こうしたことはインターネットの世界では基本動作に近いものである。消費者にとっての価
値の問題とは， í送信する電子メールの内容が消費者にとって価値あるものかどうか」というこ
とである。企業側の都合だけで送られてくるょっな電子メールは，いずれ確実に無視されるよ
うになる。強制的な配信が可能な電子メールではあるが， í開封する/しないJ í読む/読まな
い」の主導権は消費者側にある。消費者にとって価値のあるものしか成立しないのである(参
考文献12) 。
7 インタラクティブ(双方向)・マーケテイングを求めて
顧客(個客)とのコミュニケーションへのながれについて，企業コミュニケーションの観点
では， íマス広告とくにテレビ、広告がマーケテイング・コミュニケーションの王座に君臨してい
る間は，コミュニケーション活動の統合自体問題にならなかった。 80年代になるとメディアの
細分化が進む一方，消費者市場の多様化も進行し，マス・マーケテイングを支えている土台そ
のものが揺らいできた。マス・マーケティングから個別マーケテイングへの移行に伴って，マ
ーケテイング・コミュニケーションもマス・コミュニケーションからグループ別のコミュニケ
ーションへ，さらに「個」対応のコミュニケーションへと変換を迫られるようになった。」と指
摘されている(参考文献 2 )。
そして企業広告でも， 1990年代前半に言われた企業メセナという社会活動のリーダーとして
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の役割や寄付型の行動とは違って，企業の社会に対する姿勢(企業人格)が，中心課題となっ
て来ている。社会活動を構成する個人に対応するという観点で，牛乳ノホy クやゴミの分別回収
を呼びかけたり，企業としての地球環境問題への対応状況が，個人の企業評価につながること
から競って国際環境基準 IS014001 の導入を目指しており， 1998年 7 月時点で日本企業は，
1091件が取得している(参考文献13) 。
このような企業活動の先進的な事例としては，トヨタ自動車のハイブリッドカー「プリウス」
の開発・市場導入があげられよう。 1997年環境問題に対応するためのエンジンを搭載したプリ
ウスが，シンボリックな存在に留まらず，今やその姿を市街地で見受けられるまで普及したこ
とは，顧客がコスト・パフォーマンスだけでなく，運転している個人の社会的意識の現れと見
られるという要素もあると考えられる。このような企業コミュニケーションや商品・開発は，
社会とのインタラクティブ(双方向)・コミュニケーションなり，インタラクティブ・マーケテ
イングとして考えていく必要があろう。
ダイレクト・マーケテイングでは前節に指摘したような状況の中で，レスポンス率を高める
ために，文書に顧客の名前を刷り込んだり，興味分野に応じたメッセージを盛り込むいわゆる
ノfーソナライゼーションが行われるようになり，顧客との双方向のコミュニケーションを志向
する「インタラクティブ・マーケテイング」が現実のものになろうとしている。インターネッ
トの例では，コンビュータが顧客(個客)に対応したコミュニケーション・メッセージを作成
し応答することが現実に行われようとしているし，電話での顧客からの問合せに対しては，オ
ペレータの端末に顧客情報が表示され，応答することが普及して来ている。一方で、インタラク
ティブ・マーケテイングは，店頭での対面販売に近い状況が実現できるだけに，顧客の要求に
対する反応のスピードアップが求められ，スピードが顧客満足を規定する一番の要因になって
いくと考えられる。
このようにインタラクティブ・マーケティングを志向することは，顧客との最前線の変化を
伴うことになり，インターネットでの情報発信のオペレーターや，電話オペレーターさらには，
自宅へ配送する運送会社の運転手が重要な顧客窓口となり，顧客からの直接的な被評価者とな
ることに留意する必要があるだろう。
以上のように本稿では，マーケテイングの「個」への動きをまとめたが，今後の「個」と社
会との関係について，電通総研の「日本の潮流 '98J を紹介しておきたい。
一一J情報化社会は，人間の知的活動の領域を広げ，それが，競争を通じて，幾多の新産業の誕
生につながっています。しかし，それがもたらす「個J の存在の強化は，社会の意識を分散さ
せ，企業や国家への帰属意識を低下させ，家庭の価値や社会倫理の後退を招く可能性がありま
す。(中略)世界は，今や市場経済を軸とし，情報技術の進歩が必然としながらも，いかにして
人間性を尊重し，社会の矛盾を克服し，フロンティアを開拓するかに動き始めています一一(参
考文献14) 。
- 36-
消費単位の個人化と顧客マーケティング課題
参考文献
( 1 ) 総務庁ホームページ「単身世帯i収支調査J
( 2 ) 浅井小弥太「経営とコミュニケーション」奈良産業大学経済学会『産業と経済J 第12巻第 3 ・ 4
号1998年 3 月
( 3 ) 通商産業省生活産業局『生活者重視の社会とモノづくり』 通産資料調査会1995年
( 4 ) 株式会社電通関西支社マーケテイング局 r2010年の家計簿.1 1996年
( 5 ) 赤松春生・湖内成ー他 12010年マルチメディア時代におけるコミュニケーション産業の市場規
模J r広告科学J 第35集 日本広告学会1997
( 6 ) 電通総研編『情報メディア白書 '98 .1 1998.2 
( 7 ) r2005年の放送ビジョン』一一放送の将来研究報告書一一日本民間放送連盟・研究所 1997 ・ 2
( 8 ) 小林保彦・疋田聡・和田充夫・亀井昭宏『新価値創造の広告コミュニケーション』ダイヤモン
ド社 1997年
( 9 ) 小林太三郎・嶋村和恵・石崎徹『日本の広告研究の歴史』電通 1997. 10 
(10) 田中洋『顧客をどう捉えるかJ 月刊アドパタイジング電通 1997.10 
(11) ドン・ペパーズ，マーサ・ロジャース著，井関利明監訳，鮒ベルシステム24訳 mne to One 
マーケテイング』ダイヤモンド杜 1995 
(12) インターネット・マーケティング研究会著 菅野龍彦・原野守弘監修『インターネット '98.1ソ
フトパンク側 1998 ・ 5
(13) 高橋和巳/三菱総合研究所『全予測日本 (1999).1ダイヤモンド社 1998 ・ 10
(14) r 日本の潮流 '98 混沌への挑戦』株式会社電通総研 1997 ・ 12
- 37-
